
〈养老服务人培养模式座谈会〉

主办:辽宁对外经贸学院社会福利研究所 日期:2013年 3月 25 日(辽宁对外经贸学院学院图书馆圆桌会议室)

少子高齢化における新潟医療福祉大学社会福祉学科の特色

（日本の高齢者福祉の現状、問題及び対策－少子高齢化の影響を中心に－）

遼寧対外経貿学院社会福祉研究所 特別招聘研究員

（日本・新潟医療福祉大学社会福祉学部 講師

博士（社会学） 特定社会保険労務士） 鈴木 未来

１．はじめに－高齢社会と少子高齢化－

・1970 年 高齢化社会(65 歳以上人口 7%超)

・1994 年 高齢社会 ( 同 14%超)

・65 歳以上人口が占める割合(2011 年):23.3%(総人口 1 億 2780 万人中 2975 万人)

→約 50 年後(2060 年):39.9% 2.5 人に 1 人

・総人口は減少期：高齢者 1 人当たり現役世代(20~64 歳)比率 2010 年:2.6 2060 年:1.2

・合計特殊出生率 2011 年:1.39→2060 年:1.12

日本の高齢社会は、少子化と高齢化の複合によって生み出されている

２．高齢者の生活と社会福祉施策

・高齢者世帯の約 7 割において、公的年金等の総所得に占める割合が 80％以上

・世帯主が 65 歳以上の世帯：一人当たり支出水準が全世帯平均を上回る

→貯蓄は全世帯平均の 1.4 倍、主たる貯蓄目的は病気や介護への備え

・2013 年から、年金支給開始年齢引上げ(60 歳→65 歳) ※「国民皆年金」(1961 年~)

→高齢者(65 歳まで)雇用確保を義務化※労働力人口に占める 65 歳以上:8.9%(2011 年)

・約 5 分の１が日常生活に健康面の影響有

・平均寿命(男性:79.64 年 女性:86.38 年)と健康寿命(男性:70.42 年 女性:73.62 年)

・介護保険制度(2000 年開始)：尊厳を保持し自立した日常生活を国民の共同連帯で

65 歳以上被保険者 3052 万人中、要介護（要支援）認定者 552.4 万人(18.1%)

・「施設」(1) から「在宅」(2) へ

(1)特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、グループホーム等 (約 3 割)

(2)訪問介護事業(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ)、短期入所生活介護(ｼｮｰﾄｽﾃｲ)、通所介護(ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ)等 (約 7 割）

※「リバースモーゲージ」や「サービス付き高齢者向け住宅」(高齢者住まい法）の試み

３．まとめ－高齢者福祉と家族福祉－

世代を取り結ぶ高齢者福祉の必要性 （例）介護保険は 40 歳から保険料納付が必要

～高齢者世代以外の世代が高齢者を支える力が必要 （例）「国民皆保険・皆年金」

「自助、共助、公助」（2006 年版『厚生労働白書』）

⇔他方で「日本型福祉社会論」（1978 年版『厚生白書』）への懸念

∟家“族”としてのつながりのみ
．．

を重視する（＝自助）

少子化～人数としての家族の力の弱まり 家族を支える福祉施策（公助）による高齢者福祉充実

（例）中国における一人っ子政策の影響 （例）大連市における「小型家庭養老院」の試み

【参考文献】

内閣府（日本）編『平成 23 年版 高齢社会白書』， 厚生統計協会編『2012/2013 年「国民の福祉と介護の動向」』

鈴木未来「家族関係と共助－家族の支え、支えられる家族」(新潟医療福祉大学社会福祉学部編『社会福祉の可能性』相川書房所収)

―「当代日本家庭多様化中家庭福利的展開和課題」中国社会科学院社会学研究所主催国際シンポジウム "Social

Welfare and Social Security Under Social Transformation in East Asia" 報告集

―「現代中国における家族社会学の研究動向－社会変動と家族－」(日中社会学会編『日中社会学研究』第 11 号所収)

この間、約四半世紀(24 年)



〈养老服务人培养模式座谈会〉

主办:辽宁对外经贸学院社会福利研究所 日期:2013年 3月 25 日(辽宁对外经贸学院学院图书馆圆桌会议室)

少子化，高龄化背景下日本新泻医疗福祉大学社会福祉专业的学科特色

（日本老年人社会福利现状、问题及对策- 少子老龄化的影响）

辽宁对外经贸学院社会福利研究所 特聘研究员

（新泻医疗福祉大学(日本) 讲师

博士(社会学) 社会保险劳务师(日本)） 铃木 未来

1。导言－老龄社会与少子老龄化

・1970 年 老龄化社会(65岁以上人口超 7%)

・1994 年 老龄社会 ( 超 14%)

・占 65 岁以上人口比例(2011 年):23.3%(日本全体人口 1亿 2780万人中 2975 万人)

→约 50 年后(2060年):39.9% 2.5 人中有 1 人

・全体人口越来约减少：占老年人口比现役人口(20~64 岁) 2010 年:2.6 2060 年:1.2

・合计特殊出生率 2011年:1.39→2060 年:1.12

少子化与老年化混合的情况造成日本老龄社会

2。老年人生活与社会福利政策

・ 在约 70%老年人家庭,收入中养老金是超过 80%

・ 户主是 65 岁以上的家庭∶人均支出水平超过全体家庭平均

→储蓄增加全部家庭平均的 1.4倍～储蓄以备病后者养老

・ 从 2013年，养老金支付开始年龄提高从 60岁到 65 岁 *<国民皆年金>(1961年~)

→老年人(到 65岁)雇用条件配备义务化*占全劳动人口比例 65 岁以上劳动人口:8.9%(2011 年)

・ 在日常生活,约五分之一有健康问题

・ 平均寿命(男士:79.64年 女士:86.38年)与健康寿命(男士:70.42 年 女士:73.62 年)

・ 福利保险制度 (2000年开始)：为了老年人的保持尊严,自立日常生活,主持全国民的连带

65 岁以上被保险人 3052万人中，认定为必要被护理人 552.4万人(18.1%)

・ 从〈机构〉
(1)

到〈家庭〉
(2)

(1)机构养老院、低负担养老院、共同生活院(为认知症老年人)等等 (約十分之三)

(2)家庭服务，短期逗留机构养老、定期利用机构服务等等 (约十分之七)

*〈以房养老〉, 〈向老年人附带服务住房〉 (老年人安定确保法法）的尝试

3。总结－老年人社会福利与家庭福利－

必要老年人福利得撮合老一代与年青的一代 （例）福利保险制度要求缴纳保险料从 40 岁

～必要老一代以外的主持力给老一代 （例）<国民皆保险·皆年金>

<自助,共助,公助>（2006年版《厚生劳动白书》）

⇔还有担心<论日本模式福利社会>（1978年版《厚生白书》）

∟只要重视联系家“族”的联系(=自助)

少子化～以弱势群体的家庭关系 充实老年人福利～政策(=公助)为支持家庭关系

（例）计划生育政策的影响 （例）尝试<小型家庭养老院>在大连市

【参考文献】

内閣府（日本）編,《平成 24(2013)年版 高齢社会白書》， 厚生統計協会編《2012/2013 年〈国民の福祉と介護の動向〉》

鈴木未来〈家族関係と共助－家族の支え、支えられる家族〉(新潟医療福祉大学社会福祉学部編《社会福祉の可能性》相川書房所収)

―〈当代日本家庭多样化中家庭福利的展开和课题〉中国社会科学院社会学研究所主办国际研讨会"Social Welfare and

Social Security Under Social Transformation in East Asia" 报告集

―〈現代中国における家族社会学の研究動向－社会変動と家族－〉(日中社会学会編《日中社会学研究》第 11 号所収)

约四分之一半世纪(24 年)


